
用資産

土地

立木竹

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

船舶

船舶減価償却累計額

浮標等

浮標等減価償却累計額

航空機

航

豊

空機減価償却累計額

そ

中

の他

その他減価償却累

市

計額

建設仮勘定

インフ

伊

ラ資産

土地

建物

建物減

丹

価償却累計額

工作物

工

市

作物減価償却累計額

そ

ク

の他

その他減価償却累

リ

計額

建設仮勘定

物品

物

ー

品減価償却累計額

無形

ン

固定資産

ソフトウェア

ラ

その他

投資その他の資

ン

産

投資及び出資金

有価

ド

証券

出資金

その他

投資

 

損失引当金

長期延滞債

令

権

長期貸付金

基金

減債

和

基金

その他

その他

徴収

 

不能引当金

流動資産

現

6

金預金

未収金

短期貸付

年

金

基金

財政調整基金

減

度

債基金

棚卸資産

その他

【

徴収不能引当金

資産合

様

計

【負債の部】

固定負

式

債

地方債

長期未払金

退

第

職手当引当金

損失補償

１

等引当金

その他

流動負

号

債

1年内償還予定地方

】

債

未払金

未払費用

前受

一

金

前受収益

賞与等引当

般

金

預り金

その他

負債合

会

計

【純資産の部】

固定

計

資産等形成分

余剰分（

等

不足分）

純資産合計

負

貸

債及び純資産合計

17

借

,621,633,1

対

49

17,577,8

照

76,799

17,1

表

79,931,171

（

4,575,766,

令

391

0

10,027

和

,754,972

△3

0

,071,044,6

7

52

14,765,3

年

45,066

△9,1

 

17,890,606

3

0

0

0

0

0

0

0

0

0

3

月

88,578,018

3

0

30,055,19

1

0

△4,057,44

日

5

493,247,8

現

89

△130,667

在

,616

0

0

0

163

）

,687,986

△1

（

54,320,376

単

43,756,350

位

43,756,350

：

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

円

0

0

0

0

568,69

）

8,883

568,6

科

98,883

0

0

0

0

目

0

0

0

0

18,190

金

,332,032

3,

額

452,608,22

科

1

3,452,608

目

,221

0

0

0

0

1,

金

131,120,47

額

9

1,111,473

【

,767

0

0

0

0

0

1

資

9,646,712

0

産

4,583,728,

の

700

3,716,8

部

33,066

9,88

】

9,770,266

1

固

3,606,603,

定

332

18,190,

資

332,032

産

有形固定資産

事業



単位（円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

 純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

 本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少

その他

 本年度純資産変動額

 前年度末純資産残高

 本年度末純資産残高

13,735,691,910 4,954,158,594 8,781,533,316 0

13,606,603,332 3,716,833,066 9,889,770,266 0

0 0 0

-129,088,578 -1,237,325,528 1,108,236,950 0

0 0

0 0

0 0

506,000 506,000

0 0

0 0

5,558,080 -5,558,080

-1,243,389,608 1,243,389,608

-129,594,578 -129,594,578 0

-1,237,831,528 1,237,831,528

2,159,802,913 2,159,802,913 0

0 0 0

2,289,397,491 -2,289,397,491 0

2,159,802,913 2,159,802,913 0

0

0

0

0 固定資産等形成分 余剰分（不足分） 他団体出資等分

1,153,074,537

2,289,397,490

1

0

1

0

65,503,932

65,349,252

0

154,680

1,785,468,036

632,393,499

1,243,389,607

9,099,961

32,928,939

25,503,939

0

7,425,000

0

0

46,657,373

3,247,175,939

1,427,086,371

567,600,000

科目 金額

4,074,865,526

4,009,361,594

729,256,716

682,599,343

【様式第２号及び第３号】

連結行政コスト及び純資産変動計算書



【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時

科

収入

 業務活動収支

【

目

投資活動収支】

投資活

金

動支出

公共施設等整備

額

費支出

基金積立金支出

豊

投資及び出資金支出

貸

中

付金支出

その他の支出

市

投資活動収入

国県等補

伊

助金収入

基金取崩収入

丹

貸付金元金回収収入

資

市

産売却収入

その他の収

ク

入

 投資活動収支

【財

リ

務活動収支】

財務活動

ー

支出

地方債償還支出

そ

ン

の他の支出

財務活動収

ラ

入

地方債発行収入

その

ン

他の収入

 財務活動収

ド

支

 本年度資金収支額

 

 前年度末資金残高

 

令

本年度末資金残高

 前

和

年度末歳計外現金残高

 

 本年度歳計外現金増

6

減額

 本年度末歳計外

年

現金残高

 本年度末現

度

金預金残高

2,831

【

,475,919

2,

様

766,076,26

式

7

729,256,7

第

16

2,003,78

４

6,332

25,50

号

3,939

7,529

】

,280

65,399

一

,652

65,349

般

,252

0

0

50,4

会

00

3,945,27

計

0,949

2,159

等

,802,913

0

6

資

32,393,499

金

1,153,074,

収

537

0

0

0

0

1,1

支

13,795,030

計

5,558,080

5

算

,558,080

0

0

書

0

0

0

0

0

0

0

0

△5

自

,558,080

1,

　

108,688,86

令

6

1,108,688

和

,866

0

22,40

0

0,000

22,40

6

0,000

0

△1,0

年

86,288,866

 

21,948,084

4

527,104,08

月

7

549,052,1

 

71

25,228,0

1

23

△5,581,3

日

11

19,646,7

至

12

568,698,

　

883

令和07年 3月31日現在

（単位：円）



１．重要な会計方針
有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア　昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・再調達原価
　イ　昭和60年度以降に取得したもの
　　　取得原価が判明しているもの・・・・・・・取得原価
　　　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・再調達原価
②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・取得原価
　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・再調達原価

有価証券等の評価基準及び評価方法
該当する資産はありません。

有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法
②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法
　なお、ソフトウェアについては、当組合における見込利用期間（５年）に基づく定額
  法によっています。
③リース資産
　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内
　　　のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファ
　　　イナンス･リース取引を除きます。）
　　　・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
　イ　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　・・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

引当金の計上基準及び算定方法
該当する資産等はありません。

リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引
　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及び
リース契約１件あたりのリース料総額が３００万円以下のファイナンス･リース取引を除
きます。）
　　　・・・・通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　　　・・・・通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②オペレーティング・リース取引
　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

資金収支計算書における資金の範囲
現金及び現金同等物
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払い
を含んでいます。

２．重要な会計方針の変更等

３．重要な後発事象

４．偶発債務

５．追加情報
対象範囲（対象とする会計名）

共通経費勘定
ごみ処理施設勘定
リサイクル施設勘定
ごみ焼却施設勘定
単独品目勘定

出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び出
納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としてい
る旨

地方自治法２９２条において準用する同法２３５条の５に基づき出納整理期間が設けら
れている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数を
もって会計年度末の計数としています。


